
定額減税に伴う不足額給付金 要件確認

令和７年１月１日時点で熊本市に
住民票がある。

（住登外課税者を含む。）

本フローを基に、ご自身の状況をご確認ください

令和６年１月１日時点で熊本市に
住民票がある。

（住登外課税者を含む。）

はい

いいえ 熊本市では、
不足額給付金の対象になりません。

いいえ
③以降を当てはめたときに、

不足額給付金が発生する場合は、
コールセンター（096-355-8866）へ

お問い合わせください。

令和５年中及び６年中、
又は令和６年中のみ

合計所得１，８０５万円以下

はい

いいえ
不足額給付金の対象になりません。

令和６年度住民税所得割（定額減税前）
及び

令和６年分所得税（定額減税前）
の両方（またはどちらか）が課税

はい

いいえ
（４）

こちらをクリック

（３）給与と年金のどちらも
（または複数から給与や年金を）

もらっている場合
こちらをクリック

（２）年金を1箇所からのみ
もらっている場合
こちらをクリック

（１）給与を１社からのみ
もらっている場合
こちらをクリック

①

②

③

④

1

はい



定額減税に伴う不足額給付金（不足額給付Ⅰ）要件確認

（１）給与を1社からのみもらっている場合

令和６年１月１日～令和６年１２月３１日までの間で給与をもらっている人がこのページに該当します。

源泉徴収時所得税控除済額●円

控除外額▲円

はい

いいえ 不足額給付金 対象外
定額減税で減税しきれているため、
対象にはなりません。

はい

いいえ

不足額給付金 対象外
令和６年度に実施した定額減税に
伴う調整給付金で支給しているため、
対象にはなりません。

令和６年度に実施した、 定額減税に伴う調整給付金（所得税分）がある

控除外額＞ 0円である

－ ＝ が、 ＞０円

を１万円単位で切り上げた金額を、不足額給付金として支給。
   ※上記はご自身が対象になる可能性があるかを判断するための参考内容です。
不足額給付金は、国が示す算定ツールを用いて算定された確定値を使用するため、ご自身で試算された額と支給額
が異なる場合があります。

【例】 控除外額 ・・・25,000円
定額減税に伴う調整給付金額（所得税分） ・・・10,000円

→ 25,000円（ ）－ 10,000円（ ）＝ 15,000円（ ）
⇒１万円単位で切り上げた20,000円が不足額給付の支給額となる
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定額減税に伴う不足額給付金（不足額給付Ⅰ）要件確認

（２）年金を1箇所からのみもらっている場合

令和６年１月１日～令和６年１２月３１日までの間で年金をもらっている人がこのページに該当します。

源泉徴収時所得税控除済額●円
控除外額▲円

3

いいえ 不足額給付金 対象外
定額減税で減税しきれているため、
対象にはなりません。

いいえ 不足額給付金 対象外
令和６年度に実施した定額減税に
伴う調整給付金で支給しているため、
対象にはなりません。

控除外額＞ 0円である

－ ＝ が、 ＞０円

を１万円単位で切り上げた金額を、不足額給付金として支給。
   ※上記はご自身が対象になる可能性があるかを判断するための参考内容です。
不足額給付金は、国が示す算定ツールを用いて算定された確定値を使用するため、ご自身で試算された額と支給額
が異なる場合があります。

はい

はい

令和６年度に実施した、 定額減税に伴う調整給付金（所得税分）がある

【例】 控除外額 ・・・25,000円
定額減税に伴う調整給付金額（所得税分） ・・・10,000円

→ 25,000円（ ）－ 10,000円（ ）＝ 15,000円（ ）
⇒１万円単位で切り上げた20,000円が不足額給付の支給額となる

所得税額が0円の場合は摘要欄が空白。
空白であることをもって、源泉徴収時所得税控除済額
及び控除外額が0円と判断。
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定額減税に伴う不足額給付金（不足額給付Ⅰ）要件確認

（３）給与と年金のどちらも（または複数の給与や年金を）もらっている場合等

令和６年１月１日～令和６年１２月３１日までの間で、給与と年金のどちらも（または複数の給与や年金を）
もらっており確定申告を行っている人等がこのページに該当します。

はい

いいえ

はい

令和６年度に実施した、 定額減税に伴う調整給付金（所得税分）がある

㊹－㊸（ 所得税分の定額減税で控除しきれなかった額）＞ 0円

－ ＝ が、 ＞０円

を１万円単位で切り上げた金額を、不足額給付金として支給。
   ※上記はご自身が対象になる可能性があるかを判断するための参考内容です。
不足額給付金は、国が示す算定ツールを用いて算定された確定値を使用するため、ご自身で試算された額と
支給額が異なる場合があります。

【例】 所得税分の定額減税で控除しきれなかった額 ・・・25,000円
定額減税に伴う調整給付金額（所得税分） ・・・10,000円

→ 25,000円（ ）－ 10,000円（ ）＝ 15,000円（ ）
⇒１万円単位で切り上げた20,000円が不足額給付の支給額となる

㊸再差引所得税額とは、
令和６年分所得税額（定額減税前）のこと。

㊹令和６年分特別税額控除とは、
所得税分定額減税可能額のこと。
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不足額給付金 対象外
定額減税で減税しきれているため、
対象にはなりません。

不足額給付金 対象外
令和６年度に実施した定額減税に
伴う調整給付金で支給しているため、
対象にはなりません。
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定額減税に伴う不足額給付金（不足額給付Ⅱ）要件確認

（４）不足額給付Ⅱの場合

「令和６年度住民税（定額減税前）」及び「令和６年分所得税（定額減税前）」がどちらも非課税の人が、
このページに該当します。

令和５年所得と令和６年所得において、
①青色事業専従者（または事業専従者（白色））
②合計所得48万超
①②のどちらかである

はい

いいえ
原則対象外

すでに扶養親族として定額減税や調整給付金、
低所得世帯向け給付金の対象になっている場合
があります。

低所得世帯向け給付金（※）の支給対象ではない
※本ホームページの「不足額給付Ⅱについて」に
記載しています。

いいえ 対象外
低所得世帯向け給付金の対象世帯主や世帯員は、
不足額給付の対象にはなりません。

はい

原則４万円（※）を不足額給付Ⅱとして支給する予定です。
不足額給付Ⅱの対象になりうる方の例は、本ホームページの「不足額給付Ⅱについて」に記載して
います。
※令和６年１月１日時点で国外居住であった場合や、令和5年中または令和6年中のどちらかが
扶養親族である場合等は、支給金額が異なることがあります。

【青色事業専従者（または事業専従者（白色））とは】
生計を一にする配偶者やその他の親族（15歳未満の人を除きます。）で、専らその事業に従事している場合。
ご自身が青色事業専従者（または事業専従者（白色））に該当するか不明の場合は、専従主へご確認ください。

【合計所得48万超とは】
所得控除後の金額が48万円を超えている場合（※給与等の収入が103万円以上の場合など）
給与等の収入－給与所得控除（一律控除される額55万円）＝合計所得金額
<例>103万円（給与収入）－ 55万円（給与所得控除）＝ 48万円（合計所得金額）→扶養親族となる

104万円（給与収入）－ 55万円（給与所得控除）＝ 49万円（合計所得金額）→48万円超のため扶養親族対象外
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※令和5年中または令和6年中のどちらかが
扶養親族である場合等は対象になる可能
性があります。
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